
 

1. はじめに 

 筆者らは、本論文で港湾の経営管理の重要な指

標となる資本費と維持管理費に着目し、資本費を

上昇させる要因を分析するとともに、資本費の上

昇が港湾の経営管理に及ぼす影響を展望する。な

お、本論文で扱う資本費は建設費と更新費の合計

額で示される額である。 

本論では、まず、港湾施設の建設費の増加要因、

調達方式および「港湾の施設の技術上の基準（以

下、「技術基準」と称する）」による建設費縮減

への動向を分析する。 

 次に、確率が低くても甚大な被害を与える地震

動や強大化する台風等のいわゆるレベル２クラス

の事象や、地震に伴う大規模液状化による側方流

動への対応等、従来は想定していなかったシナリ

オによる新たなリスクを回避するための建設費の

増加要因について分析を行う。 

  さらに、わが国の港湾施設の建設費が海外に比

べ相対的に高いことを示す。 

最後に、港湾施設の資本費と維持管理費の増加

が新規投資を圧迫するだけではなく、港湾管理者

財政を改善する必要性があることに言及する。 
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2. わが国の港湾の建設費を増加させる要    

  因 

 わが国の建設費を増加させる要因のうち、社会

的要因として船舶の大型化に対応した沖合展開、

自然的要因として地震・軟弱地盤への対応をとり

あげる。 

 

2.1 船舶の大型化に対応した沖合展開 

わが国の輸出を支える近年の物流は、自動車輸

出に代表される自動車運搬船を除けば、多くをコ

ンテナ船による輸出が大半を占めている。船社は、

規模の経済効果により海上コンテナ１TEU 当た

りの輸送コストを削減するため、図 1 に示すよう

に急速にコンテナ船の大型化を進めている。現在

までに全長 400m、吃水 16m、16,000TEU 超積載

の大型コンテナ船を就航させ、さらに大型船であ

る18,000TEU積載のコンテナ船の建造を発注して

いる。巷間にはコンテナ船の過度な大型化は規

 

 

 

模の経済効果を相殺するという意見やマラッカ海

峡の制約から大型化は限界という見方があるが、

わが国は 1960 年台以来、少なくともアジア諸国に

就航している大型コンテナ船がわが国へ寄港可能

なように港湾の大型化を進めてきた
1)
。 

 同様に、わが国は、バルク船の大型化に対応し、

港湾の大型化を進めてきた。 

港湾の大型化は、大型船舶の吃水に合わせ、船

舶が接岸する岸壁の前面水深を深くするだけでは

なく、航路・泊地・埠頭用地等も面的に広くする

とともに航路・泊地は水深も深くする必要がある。

港湾の大型化は、陸域の用地が少ないわが国では

海上へ建設場所を求め沖合展開を進めることとな

り、水深の深い海域において港湾構造物の建設を

進めることとなった 2)
。 

港湾構造物の大型化は、急激に建設費の増加を

招く。たとえば、港湾構造物の一つであるケーソ

ン式岸壁の場合、水深が深くなることによりケー

ソンに作用する陸側の土圧は深さ方向に比例して

増加するため、土圧合力は深さの２乗に比例して

大きくなる。一般的に、建設費は水深の増加によ

り指数関数的に急激に上昇する。 

 

2.2 地震への対応 

図 2 は International Seismological Centre （ISC：

国際地震センター）が公表している世界地震分布

図で、図 2 はマグニチュード 4 以上、深さ 100km 

  

 

 

以浅の地震発生分布を示している。深さが 100km

以深になると、震源は欧米に見られず、わが国を

含む特定の地域に集中している。日本列島は地球

の陸地面積の 0.1%しかないにもかかわらず、世界

図 1 コンテナ船の大型化の推移 

図 2 地震分布図（マグニチュード 4以上、

深さ 100km 以浅）（出典：ISC) 
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の M6 以上の地震の 10%が発生し、1994 年以降に

限れば 21%にのぼるとも言われている。 

図 3 は ICHII が重力式岸壁を例に各地震動レベ

ルにおける被災額の期待値を示したものである

3)
。地震力が増大すると、被災額が急激に上昇す

ることが理解できる。そのため、岸壁や護岸など

片方向から絶えず土圧を受けている構造形式の施

設は、地震力に対し水平方向の抵抗力で安定する

ように設計するため、地震力が増大すると水平方

向に断面を大きくすることにより抵抗力を増加さ

せる必要がある。地震多発地帯のわが国は韓国、

中国、ベトナム等の東アジア諸国や欧州と比べ地

震力に対する安全性の向上のために建設費が高く

ならざるを得ない。 

 

 

 

 

2.3 軟弱地盤への対応 

わが国の経済は、東京湾、伊勢湾、大阪湾の三

大湾をはじめ臨海部の平地を中心に発達してき

た。これら臨海部の平地は沖積平野と呼ばれ、氷

河期の海面低下時に浸食された溺れ谷の上に、河

川等から流入した軟弱な土壌が堆積して形成され

ていることから、沖積平野の地盤は軟弱な沖積層

地盤である。 

港湾施設を厚い軟弱地盤の上に建設するために

は、地盤改良や基盤層まで長い杭を打設するなど

建設費の大幅な上昇を招くことになる。基盤層の

浅い諸外国の地盤条件と比べて、わが国の地盤は

軟弱であることにより、設計施工のあらゆる段階

に応じて新技術の導入や特殊な作業船、熟練工等

を必要とすることから港湾施設の建設費が高くな

らざるを得ない。厚い軟弱地盤に建設した構造物

の代表的な事例として大阪港咲洲トンネルや関西

国際空港がある。これらの構造物は厚さが数百ｍ

に及ぶ沖積層と洪積層から形成される大阪湾の海

底に計画されたため、大規模な圧密沈下を前提に

設計・施工されている 4)
。建設費は圧密による沈

下が無い場合に比べ大幅に上昇している。 

 

3. 資本費および維持管理費の削減への

努力 

港湾建設は、1950 年～1999 年における技術開

発を通じ設計法および解析手法の高度化を進め

た時期、1999 年以降の建設費および維持管理費

の削減を具体化した時期に分けることができる。 

 

3.1 技術開発における取り組み 

港湾建設における技術基準等の歴史を図 4 に

示す。 

安全で、かつ、所要の機能を的確に発揮できる

港湾施設の建設に向けて、わが国の港湾建設技術

は、1950 年に戦後初の設計基準である港湾工事 

 

 

 

  図 4 技術基準等改訂の歴史 5)を基に作成 

図 3 An example of estimated loss for each input 

excitation level3) 
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設計示方要覧が策定されて以来、それまでの経験

工学を中心とする技術から科学的知見に基づく

技術へと進化し始めた。 

 1973 年には、国は港湾法に「港湾の施設の技

術上の基準」（以下「技術基準」という。）を位

置づけ、港湾施設の建設における構造上の機能及

び安全性確保の手順、手続き等が法的に効力を持

つ技術基準として明確化した。国は技術基準を港

湾法に法的に位置づけることにより、新たに建設

される港湾施設の安全性の確保にとどまらず、港

湾管理者等が行う港湾区域内等の工事等の許可

等の際の基準としても活用することにした。 同

時に、国は、港湾建設に必要な技術的指導・情報

提供等により、港湾管理者や民間事業者の技術力

向上を促すこととした。これらの施策は港湾管理

者や民間事業者の港湾施設に求められる機能及

び安全性の向上に寄与した。 

この技術基準は、それまでの理論的研究や室内

実験、現地観測の成果等を反映し、より信頼度の

高い材料・構造を規定する基準として、施設の変

形、強度を中心とする機能及び安全性の確保に寄

与したが、当初の技術開発は港湾の施設を設計す

るために施設に作用する外力の算定法の精緻化

や新たな施設の設計法の提示が中心であり、まず

は施設を確実安全に建設するためのものであっ

た 6)
。 

1999 年に技術基準は大きな転換期を迎える。

わが国の建設費は海外に比べ高いという世論を

受け、安全性を確保しつつ建設費を縮減するため

の研究が多く行われた。国はこれらの研究成果を

1999 年の改正において技術基準に導入した。 

 しかし、1999 年の技術基準も含め、従前の技

術基準は、港湾施設の建設では標準化された材料

と設計手法を用いる仕様規定型の技術基準であ

った。この仕様規定型の技術基準は、技術基準と

の適合性確認の責務を有する国及び港湾管理者

等が、当該施設の機能及び安全性の適合を確認す

ることは容易かつ確実であったが、反面、設計法

で不確実な部分における安全性の確保を構造的

に補強することにより確実にする方法を採用し

ていたため、ややもするとコスト意識に欠ける傾

向があった。 

 

3.2 技術基準の性能規定化による建設費縮減 

従来の技術基準の改正は、施設の安全性を確保

するために技術基準の精度を向上してきた歴史

であった。国は、公共事業費の抑制の方針を受け

1999 年に技術基準の改正を行ったが、抜本的に

技術基準の制度を見直し、建設費を縮減するまで

には至らなかった。 

 一方、基準類の国際的な性能規定化の流れを受

け、国の規制改革推進 3 カ年計画において技術基

準の性能規定化の方針が打ち出された。国は、公

共事業コスト構造改革プログラム（2003年 3 月）

の一環として、港湾の施設の技術基準を従来の仕

様規定から性能規定に変更することとした。 

 2006 年、国は港湾法を改正し、技術基準を従

来の仕様規定から性能規定に変更するとともに、

併せて技術基準への適合性の判断を国又は第三

者機関に委ねることとなった 7)
。これにより、港

湾施設等の安全性を国が一律に定める技術基準

に適合することにより確保するのではなく、国は

必要な安全性等にかかる技術基準のみを定め、そ

の性能に適合する仕様や設計は民間の発意に委

ねることが可能となった。民間による、創意工夫

を活かした新たな設計方法や特殊構造の採用が

可能となり、特に、施設の重要性やライフサイク

ルにあわせた設計強度や耐久性を選択すること

が可能となったことから建設費だけではなく更

新費、維持管理費を含めた費用の縮減が期待され

た。 

 技術基準の性能規定化による防波堤の建設費
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の削減の設計例を図 5 に示す。図 5 の防波堤は、

期待滑動量を用いた設計法を採用することによ

り建設費を約 1割縮減することが可能となった。 

 

 

 

 

3.3 ライフサイクルマネジメント導入による

維持管理費削減 

松渕、横田が 1999 年に「係留施設のライフサ

イクルコスト発生と維持管理意志決定支援シス

テムの構築に関する基礎的研究」
8)
を発表し、ラ

イフサイクルコストを考慮した施設のあり方の

研究成果を発表するなど、維持管理を通じたコス

ト縮減の研究が進められてきた。 

 国は、2006 年の港湾法改正によって技術基準

を性能規定化し、自由な発想に基づく新たな設計

法を導入し易くすることと並んで、もう一つ特筆

すべき改正を行った。それは、技術基準の省令を

改正し、ライフサイクルコストを考慮した施設の

管理による長期的なコスト縮減のため、港湾の施

設の維持管理計画の作成を義務付けたことであ

る。 

 国は維持管理について港湾法に「港湾の施設は

技術基準に適合するように建設し、改良し、又は

維持しなければならない。」と明記しているが、

従来の技術基準は、施設の安全性を一定のレベル

以上で確保することに主眼を置いており、維持管

理を含めたライフサイクルコストの規定は不十

分であった。国として維持管理への取り組みに欠

けていたことは否めない。国は新たな技術基準に

おいて、維持管理の重要性を明らかにし、維持管

理計画の策定義務を導入し、建設費、更新費、維

持管理費のトータルコストであるライフサイク

ルコストを最小化することを求めた。「港湾の施

設の維持管理技術マニュアル」9)
を公表し、点検

診断計画や維持補修計画を作成するなど予防保

全型維持管理を導入するための支援措置を講じ

ている。 

 

4. 新たなリスクの顕在化 

東日本大震災は、資本費及び維持管理費の増加

させる新たなリスクとなっている。 

 

4.1 東日本大震災の検証による新たなリスク 

2011 年の東日本大震災においては、想定外の事

象に対する備えの重要性が再認識された。従来は、

設計に用いた条件を超える事象について議論する

ことに対して非現実的な印象を持たれていた。ま

た、いわゆるレベル２クラスの事象に対する議論

は、対応のための予算の手当も無しに議論するこ

とは、港湾管理者が議会運営上も避けるべきもの

と考えられていた。そのため、レベル２事象に対

する議論は不活発なまま時間が経過していた。 

 今回の震災を通じて反省すべき点は、想定され

るレベル 2クラスの災害に対して、防災・減災を

実現するためハード・ソフトの組み合わせによる

被害の低減化の検討を事前に深く検討していなか

ったことと、たとえ議論していても社会に対する

情報発信が不十分であった点にある。 

 このため、今後はレベル２クラスの災害に対す

る事象を洗い出し、ハード・ソフトによる対応を

事前に全国レベル、地方レベルで議論を行い、想

定されるリスクを明らかにしておくべきと考えら

れる。 

 想定されるレベル２クラスのリスクは、地震・

津波はもちろんであるが、地球温暖化による海面

図 5 期待滑動量による防波堤の設計事例 
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上昇とその結果引き起こされる台風の強大化によ

る想定を超える高潮高波等、考え得る事象は検討

の対象となる。 

 ただし、港湾の分野においてはレベル２クラス

の事象として、恐竜を絶滅させた巨大隕石の落下

等のように発生確率が極端に低いものまで含めて

議論することは、遭遇確率の面で不適切である。 

 また、レベル１の事象に対してハード施設が対

応していない地点も数多くある。したがって、ソ

フト対策はもちろんであるがハード対策によるレ

ベル１災害への着実な対応、ハード対策が非現実

的な場合はソフト対策も加えたレベル２災害への

備え等を着実に進めていくことが重要である。 

港湾施設で、新たなリスクとして以下のものが

考えられる。 

 

4.1.1 地震発生確率の上昇 

文部科学省地震調査研究推進本部が 2012 年末

に新たに示した確率的地震動予測地図（図 6）に

おいても、関東地域を中心とする地域において震

度 6 弱以上の地震が発生する確率が大幅に上昇し

た 10)。経済の中心である三大湾全てにおいて大規

模な地震の起こる確率が非常に大きく、港湾施設

の早急な対応が求められる。 

 

4.1.2 地震による液状化が原因の防波堤等の

沈下 

岸壁や護岸以外の構造でも、基礎に液状化を起

こしやすい砂地盤で築造されている防波堤は、兵

庫県南部地震で神戸港の防波堤が２ｍ沈下したこ

とからも 11)、地震時に大きく沈下することが予想

され、その後の津波に対して機能を発揮するため

にも一定のかさ上げや補強が必要であることが明

確になった。 

 

 

 

 

 

4.1.3 津波後でも一定の機能を発揮する防波     

堤  

今回の震災以降議論が進んでいるように、レベ

ル２クラスの津波の被害をできる限り低減すると

ともに、震災後の港内静穏度の確保から、図７に

示すように粘り強い防波堤を実現するための施策

の実現が広く求められている。 

 

 

 

 

 

4.1.4 液状化による埋立地全体の側方流動 

液状化が広範囲で発生する場合は、全体地盤が

広域に側方流動を起こすことが、新潟地震で観察

図 6  2012 年から 30 年間に震度 6 弱以上

の揺れに見舞われる確率の分布 10) 

図 7 粘り強い防波堤の補強イメージ 
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されたが、その危険性は技術基準等の設計に取り

入れられてこなかった。図 8 に埋立地全体が地震

による液状化で全体に側方流動を起こす事例の模

式図を示す。濱田 12)は、従来からこの危険性を指

摘しており、特に三大湾の臨海部埋立地の大規模

石油タンク群においてこの危険性が大きいことを

指摘している。護岸の設計だけでは安全性を確保

することは困難であり埋立地全体で安全性の確保

を検討し対策を立てることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

4.2 名古屋港高潮防波堤を事例とした建設費

の上昇の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋港は自動車、航空宇宙産業など、世界的

なものづくり産業が集積する中部地域を後背地に

抱える貿易額日本一の港湾であり、わが国の経済

活動を牽引する重要な役割を果たしている。伊勢

湾台風の被害を受けて名古屋港内の高潮被害を低

減するために建設された高潮防波堤を事例とし費

が上昇するか検証を行った。 

 この高潮防波堤は、大規模地震を受けると液状

化による沈下が予想されるため、地震後に来襲す

る津波に対して防波堤天端高を嵩上げすることが

重要な課題であった。さらに建設後 50 年を経て老

朽化が進んでいることから、大規模地震に備え老

朽化対策も同時に求められていた。このため、国

土交通省中部地方整備局は発生頻度の高い津波

(いわゆる L1津波)と最大クラスの津波（いわゆる

L2津波）を想定し、地震による高潮防波堤の沈下

量の予測、高潮防波堤の沈下後に来襲する津波お

よび高潮に対する防護機能の確認を行った。 

 図 9 は、国土交通省中部地方整備局名古屋港湾

事務所が 2011 年 10月に HP で発表した大規模地

震（東海・東南海 2連動地震）による防波堤の沈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 埋立地での液状化と流動による地盤の水平

変位の模式図 

 

図 9 高潮防波堤の沈下計算
13)
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下量と防波堤前面での津波高さ及び高潮時の潮位

を表している 13)
。地震に対し最大 2.9m 沈下する

計算結果が出ている。その後、中央防災会議から

南海トラフの巨大地震の見直しの発表を受け、国

土交通省中部地方整備局において再検討を実施し

た。 

 

・L1 及び L2 地震を想定した地震応答解析による

天端高の確認 

再検討による計算において、名古屋港高潮防波

堤は、図 10 に示すように L2 地震により最大 3.4m

沈下する結果が出て、ほとんどの断面で必要天端

高(N.P.+5.4m)を満足しないことが明らかとなっ

た 14)
。国土交通省は、L1 地震に対する対策と L2

地震後の静穏度の確保の対策として図 11 に示す

ように必要なかさ上げを行うとともに、老朽化で

耐力不足が心配されるケーソン壁の補強を目的に

ケーソン内部の中詰砂をモルタルに置き換える補

強を計画している
14)
。 

 

・L1 及び L2津波力に対する高潮防波堤の安定性 

名古屋港高潮防波堤の津波力に対する安定性を

検証した結果、全ての断面で L1 及び L2 津波双

方に対して安定性を有することが確認された。併 

せて、粘り強い防波堤の性能を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このように、国土交通省は、名古屋港高潮防波

堤を対象に、新たに顕在化した発生頻度の高い L1

津波、さらに L1津波を超える L2津波に対し、地

震による液状化に伴って沈下しても防波堤の機能

を果たすように検討し、具体的な補強対策を 2012

年度から進めている。同時に、建設後 50 年近く経

過した防波堤の老朽化対策も同時に実施してい

る。 

これらの対策に要する新たな投資額は、建設費

の縮減も十分に検討した結果、防波堤の断面に応

じて、嵩上げ、ケーソン中詰の固化、根固めの補

強等により工事費として総額60億円で対応するこ

とが可能となった。これにより、高潮防波堤を新

たに建設すると仮定すると、L1及びL2地震対策の

補強による建設費の上昇分は総事業費（現時点で

新規に建設した場合の事業費）の１割に相当する

と言える。言い換えれば、このような防波堤の場

図 11 防波堤沈下対策の概念 14) 

図 10 名古屋港高潮防波堤の沈下予測等
14)
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合、新たなリスクへの対応として建設費は従来よ

りも1割上昇することが明らかになった。 

図12に名古屋港高潮防波堤のうち一例として、

知多堤の改良内容（天端高の嵩上げ等）を示す。 

 

 

図12 名古屋港高潮防波堤(知多堤）改良断面 

 

 

5. 港湾建設費の内外価格差 

5.1 経営指標としての重要な資本費と維持管

理費 

民間経営の判断の指標となるのが、資本費と維

持管理費である。 

このため、筆者らはわが国とアジア諸国の港湾

の建設費の内外価格差について着目し、本論文で

は下記の前提条件のもとで建設費を比較するこ

とにした。 

 

＜前提条件＞ 

水  深 ： 水深 17m 前後の岸壁を比較 

岸壁延長 ： 延長 400m程度の岸壁で比較し、

単位m あたりの建設費に変換 

 地 震 力： 外国の地震力は設計震度等で表

示。日本の岸壁は地震波からの

設計のため設計震度の表示は

しない（旧来の設計震度であれ

ば 0.25g 相当） 

建 設 費： 直接工事費（港湾積算基準）(外

国の岸壁には岸壁以外の建設費

が入っている可能性あり) 

 

5.2 国内外の港湾建設費の比較 

これらの前提条件のもとで、各国の水深 16m

以深の高規格コンテナターミナルの岸壁建設費

について比較した結果を表 1 に示す。一般に構造

形式は地盤条件・耐震基準等の設計施工条件・基

準類、さらには発注方式により異なる。本論では、

各国の整備主体は大型コンテナ船の係留機能を

発揮するため最も低い建設費となる構造形式を

採用すると想定し、大型コンテナ船の係留機能を

確保するための建設費を比較することに注目し

た。表 1で取り上げた海外の港湾の建設費には岸

壁以外の港湾施設（荷捌き用地など）の建設費が

含まれている可能性があるため、実際には比較し

た結果よりも内外価格差が大きい可能性がある

が、水深―16m以深の岸壁で比較すると、少なく

とも地盤が良くて地震の無いロッテルダムやア

ントワープの建設費はわが国よりも圧倒的に少

ない。また、水深―18mの岸壁で比較すると、釜

山港は地盤があまり良くないが地震力が東京港

や大阪港よりも小さいため建設費が少ないこと

が理解できる。 

 

表 1 コンテナ岸壁の建設費の比較 
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5.3 維持管理費の増大 

図 13は、国土交通省が今後の公共事業費と既

存施設の更新費・維持管理費の推移を公表した資

料である。国土交通省は、高度成長期に集中して

建設された施設で更新費・維持管理費が急速に増

えつつあり、維持管理費等が投資可能総額を上回

ると予想している。 

 

 

 

 

 アジア諸国の港湾施設はわが国に比べ相対的

に建設時期が新しいため、わが国に比べ、更新費

および維持管理費は少ないと推測できる。 

 

5.4 アジア諸国に比べ資本費と維持管理費の

高いわが国の港湾 

このように、わが国の港湾の建設費はアジア諸

国と比べ高いこと、更新費および維持管理費はア

ジア諸国に比べ今後も増大すると推測できるこ

とが理解できる。さらに新たなリスクへの対応も

必要になることから、わが国の港湾の経営指標と

なる資本費（建設費および更新費）と維持管理費

は、アジア諸国に比べ、今後も増加し、相対的に

高い状況が続くと推測できる。 

 

6. 資本費および維持管理費の増大によ

る課題と展望 

資本費および維持管理を縮減するため、官学産

が一体となって技術開発、設計基準、ライフサイ

クルマネジメントなど、様々な努力がされてお

り、成果が出ている。しかし、これらの努力にも

かかわらず、前述のように社会的自然的要因によ

り、資本費および維持管理費はアジア諸国に比べ

て相対的に高ことが分かった。 

一方、資本費および維持管理費に高額の投資を

続けなければならないことは、下記に代表される

港湾管理者の財政上の課題を顕在化している。 

 

①埋立事業（臨海部土地造成事業）の不採算性 

②港湾機能施設整備事業の不採算性 

③①②を含めた港湾管理者の財政の不健全性 

 

埋立事業（臨海部土地造成事業）は、起債事業

により資金調達し、土地造成後、土地売却収入に

より債券を償還する事業であり、港湾機能施設整

備事業は、起債事業により資金調達し、港湾荷役

機械の購入等に充て、港湾使用料収入により債券

を償還する事業である。企業や船舶航路の誘致の

ため土地売却費や港湾使用料の値下げ要請があ

る一方で、増加する資本費および維持管理費の財

源を土地売却費・港湾使用料に求めることは、港

湾管理者の健全な財政運営の観点からみれば、財

政的に破綻を招く危惧がある。財政的な破綻を防

止し、健全な港湾経営を実現するためには一般公

共事業債への移行や土地売却後の固定資産税・都

市計画税等の税収の繰り入れなどにより、財政上

の課題を改善する必要がある。 

 

7. 結論 

港湾経営を考えるためには経営学の重要な指標

である資本費および維持管理費の動向および将来

の展望を明確にすることが必要不可欠である。筆

者らは本論文で港湾施設の資本費および維持管理

図 13 維持管理・更新費の推計費 
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費に着目し、設計および調達方式による変動の整

理、国内外での比較を試み、これらの費用の上昇

する要因を分析した。 

この結果、船舶の大型化に対応した港湾施設の

大水深化・沖合展開や、わが国の自然的条件（地

震、津波）、新たなリスク（レベル２クラスの事

象や、地震に伴う大規模液状化による側方流動

等）の回避のため、今後も資本費および維持管理

費は上昇する傾向にあることが明らかとなった。 

さらに、内外価格差を分析した結果、耐震強化

や地盤改良の必要性から、わが国は海外に比べ資

本費が高いことも明らかとなった。 

最後に、資本費および維持管理費の上昇傾向に

あることや海外に比べ高いことは、特に埋立事

業、港湾機能施設事業の採算性や港湾管理者の経

営の健全性を悪化させる要因となることを示し

た。今後は港湾管理者の財政状況を改善する研究

が期待される。 
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 Analysis and future prospects of the factors which increase capital 

costs and maintenance costs of Japan’s port 

Koji TAKAHASHI, Yasuo KASUGAI, 

Isao FUKUDA and Yoshihumi UCHIDA

 

ABSTRACT: It is essential for port management to clarify the trends and future outlook of capital costs and

maintenance costs, which are important indicators of business management. As a result of having analyzed factors

which constitute these costs, these costs in Japan are tending upward sequentially by the factors which are 

upsizing of port facilities, offshore development, natural conditions (earthquake, tsunami) and the evasion of 

new risks (such as the phenomenon of class level two, the lateral flow by the large-scale liquefaction with the 

earthquake, etc.) In addition, as a result of having analyzed the disparity of construction costs between Japan and 

foreign countries, capital costs in Japan are high from the need of earthquake resistance and the ground

improvement in comparison with foreign countries. The remarkable rise of these costs becomes the factor to 

worsen finance of the port management. 

KEYWORDS: Port Management, Port Finance, Capital Cost, Maintenance Cost  
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